
１．現行革大綱・現実施計画の全体像（目標年度・計画期間・構成）

２．現計画の検証と環境変化への対応

３．新行革大綱・新実施計画の全体像（目標年度・計画期間・構成）

新行財政改革推進大綱・新実施計画策定方針

基本理念 

役割分担による 
公共サービスの提供 

経営資源の有効活用 

多様性と創造性にあふれた 

市民本位のまちづくり 

行
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基本方針 ３ 改革の方向 １１ 

現行革大綱 【目標年度】５年間（Ｈ２２～Ｈ２６年度）  

主要施策 ３４ 取組内容 ２１９ 
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      指標 行革効果額   ２３７億円 
         定員削減数 ▲２７６人   
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清水生涯学習交流館への 

指定管理者導入 

学校給食施設のセンター化 

公立保育園の民営化 

適正な定員管理の推進 

・ 
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事務事業の見直し・統廃合 

民間活力の活用 

自主財源の確保 

適正な定員管理と最適な 
職員配置 

・ 
・ 
・ 

行政の事務事業領域の 
再構築と民間活力の活用 

改

革

の

重

要

な

テ 

| 
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組織・機構の効率化 

職員配置・給与の適正化 

健全な財政運営 

・ 
・ 
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     行財政改革の検証（行財政改革の成果）  

     ■行革効果額  ■定員管理計画の推進  ■市民参加・協働の促進  ・・・ 

       ○行財政改革による成果を指標だけでなく、改革の方向（１１）ごとにＰＤＣＡサイクルによる 

         検証・改善を行い、次期大綱・計画に反映させる。 
       ○検証結果を踏まえ、新たな行革の成果指標の設定を検討する。 

検 
 
証 

  社会・経済情勢の変化や市民ニーズへの対応 
 
○社会・経済情勢の変化、市の財政状況、市民の多様なニーズなど、時代の変化に対応した適時・適切な 
行財政改革の方向性を反映させる。 

現行革実施計画 【計画期間】５年間（Ｈ２２～Ｈ２６年度）  

新行革大綱 
【目標年度】８年間 （Ｈ２７～Ｈ３４年度）  

基本理念 基本方針 改革の方向 

連携・整合 

主要施策 取組内容 

本市の目指す「新しい行財政改革」の考え方（素案） 
 

市民のための行財政改革 
 
■市民目線に立ったわかりやすい行財政改革 
■行政のシェイプアップ化による市民満足度の高い行政サービス 
■官民連携と市民協働のまちづくり 
■将来の市の姿を見据えた効率的で生産性の高い行政経営 

新行革大綱策定【基本理念・基本方針・改革の方向】キーワード（例） 
         
 
■新しい公共経営（ＮＰＭ：民間経営手法・マネジメントの導入）          ■イノベーションの推進（総合窓口・ワンストップ化サービスの検討・マイナンバー制度の活用、事務事業の削減・見直し） 
 
■官民連携の推進（民間活力の導入、官民の役割分担の明確化）       ■均整のとれた組織の構築（適正な組織・機構、定員・事業のシェイプアップ化） 
 
■総資産の削減・施設の長寿命化（施設のアセットマネジメント）         ■市民との協働の推進（ＮＰＯ・市民団体との協働事業推進） 
 
■真の地方分権改革の実現（税財源・権限の移譲、特別自治市の実現）  ■健全な財政運営（将来にわたり安心できる健全な財政運営）  
 
■新たな行政評価制度の構築（効果的で永続的な制度の確立） 

新行革実施計画 
【計画期間】 ４年間 １期（Ｈ２７～Ｈ３０年度）  

             ２期（Ｈ３１～Ｈ３４年度） 

新大綱策定の骨子 
○平成３４年度に目指すべき行政経営の将来像 
○行財政改革の基本的な方向性 
○重点的に取組む行財政改革のテーマ 

新実施計画策定の骨子 
○改革の重点的なテーマに基づく主要施策 
○主要施策を具体化した取組内容 

目標年度及び計画期間は、第３次
総合計画の基本計画・実施計画と
整合を図る。 

本
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第３次総合計画実施計画 
【計画期間】４年間（Ｈ２７年度～Ｈ３０年度） 

        ４年間（Ｈ３１年度～Ｈ３４年度） 

新たな指標の設定 

財政の中期見通し 
【期間】４年間（Ｈ２７年度～Ｈ３０年度） 

資料２－２ 
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４．スケジュール

策定方針
（案）

策定方針
諮問（案）

諮　問
（7/9）

パブコメ
意見まとめ

反映

検　証
（６～８月）

主要施策
検討

（９～12月）

取組内容
検討

（４～６月）

各局ヒアリング
計画案作成
（７～９月）

Ｈ２７年度
予算要求
（１０月）

報告
最終（案）

協議
中間（案）

決定
最終（案）

説明・検討
（5.24）

説明・検討

第８回
諮　問
（7/9）

第９～１３回
審　議

（９～２月）

委
員
改
選

第１回
委嘱・報告
（5月初旬）

第２～６回
新大綱審議
計画案報告

（5～9月下旬）

第７回
中間(案)

報告
（１２月）

第８回
策定報告

（３月）

凡　　例

諮問・答申

作成進行

説明・報告・意見反映

   　最終報告
   　（３月）

市
民

パブコメ
（３～４月）

公表
（３月）

行
革
審

新大綱
中間答申

（３月）

新大綱
最終答申
（１０月）

（第５期　行革審） （第６期　行革審）

議
会

　　説明
　　中間(案)
　　（３月）

　
　　　　　　　　説明
　　　　　 　新大綱(案)
　　　　　 　とりまとめ
　　　　　   　（１０月）

≪新実施計画≫
主要施策（案）

とりまとめ
（３月）

≪推進本部≫
策定方針（案）

協議・決定
（6.12）

協議・決定
中間（案）

主要施策（案）

≪重要政策≫

新行財政改革推進大綱・新実施計画策定方針

平成２５年度 平成２６年度

庁
　
内

≪新大綱≫
新大綱中間（案）

とりまとめ
（３月）

新大綱（案）
とりまとめ
（１０月） 新大綱

実施計画
中間(案)策

定

新大綱
新実施計画

最終(案)策定
（２月）

新大綱
新実施計画

公　表
（３月）
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５．策定体制

本部長 市　長

副本部長 副市長（総務局担任）

本部員 他の副市長、各局長等 諮問・答申

《参考》

会長　　　　　　 曽根正弘（（株）テレビ静岡　取締役相談役） 委員 土屋裕子（静岡商工会議所　シーズネットワーク代表）

職務代理者　 足羽由美子（足羽会計事務所　税理士） 委員 竹内良昭（行政経験者：元財務部長）

委員　　　　　　 高橋正人（静岡大学　准教授） 委員 的場啓一（公募委員）

部会長 委員　　　　　　 高橋節郎（静岡経済研究所　常務理事） 委員 遠藤純子（公募委員）

副部会長 企画部長・財政部長 委員　　　　　　 木村幸男（静岡県ボランティア協会理事） 委員 青山葉子（公募委員）

部会員 関係課長（７名）

各局区（１名） 意見反映

各課（１名）

説明・報告■新大綱・新実施計画の作成・進行管理
■行財政改革推進検討作業部会との連絡調整

■新大綱中間（案）
■新大綱とりまとめ（案）
■新行革大綱・新実施計画

■新行革大綱中間（案）　（パブコメによる市民ニーズの把握・意見反映）

■新行革大綱・新実施計画策定に係る作業・局区内とりまとめ
■行財政改革推進主任者との連絡調整

行財政改革推進主任者 議　　会

行政管理部長

■新行革大綱・新実施計画策定に係る調査研究
市　　民

（新大綱策定に係る市民参画）

行財政改革推進検討作業部会 パブリックコメント

（構成）　委員１０名

学識経験者、有識者、市民委員

■新行革大綱策定方針・方向性決定
■新行革実施計画主要施策・取組内容決定

■新行革大綱（基本理念・基本方針・改革の方向）策定に係る審議
■新行革大綱答申書の作成（中間答申）・（最終答申）

第５期　行革審委員（Ｈ２４．４～Ｈ２６．４）

静岡市行財政改革推進検討部会

新行財政改革推進大綱・新実施計画策定方針

行　　政 有識者

（新大綱・新実施計画の企画立案・決定） （新大綱策定に係る諮問事項への答申・提言等）

静岡市行財政改革推進本部 静岡市行財政改革推進審議会

-3-


